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Opening Remarks 開会のご挨拶   

 

Mr. Phil Lovas, Deputy Assistant 
Secretary for Travel and Tourism 

U.S. Department of Commerce 
 

米国商務省副次官補（観光産業担当）
フィル・ロバス氏 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 



Opening Remarks 開会のご挨拶 

 

Diet Member & Former Minister of State for 
Regional Revitalization 

 

衆議院議員 元地方創生担当大臣  

山本幸三様 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 



Keynote Speech  基調講演 

Mr. Hiroshi Tabata, Commissioner,  
Japan Tourism Agency, Ministry of Land, 
Infrastructure, Transport and Tourism 
 

国土交通省観光庁長官  
田端 浩氏 
 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 

1981    Entered Ministry of Transportation (MOT) 
1993    First Secretary, Embassy of Japan in Australia 
2009    Director-General, Regional Development Department, Japan Tourism Agency, MLIT 
2016    Vice-Minister for Transport, Tourism and International Affairs, MLIT 
2018    Commissioner, Japan Tourism Agency, MLIT 

1981年運輸省（現・国土交通省）入省、 
1993年外務省在オーストラリア日本国大使館一等書記官、 
2009年観光庁観光地域振興部長、2016年国土交通審議官を経て、 
2018年7月より現職 



インバウンドの急激な拡大と日本政府の今後の展望 

観光庁 



○ 訪日外国人旅行消費額はGDPの１％弱に相当。 

○ 地方での消費が１兆円を超え、地方経済に大きく貢献。 

○ 地方の地価が昨年２７年ぶりに上昇。 

訪日外国人旅行者数及び訪日外国人旅行消費額の推移 
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訪日外国人旅行者数の推移 
万人 

6年間で3.7倍に 

注) 2018年以前の値は確定値、2019年１月～７月の値は暫定値、2019年８月～９月の値は推計値、％は対前年同月比 

１～９月 
2441.8万人 

(4.0%増) 

年 

安倍政権発足 

出典：日本政府観光局（JNTO） 

資料：訪日外国人消費動向調査（観光庁） 
注1）従来は空港を利用する旅客を中心に調査を行っていたが、短期滞在の傾向があるクルーズ客の急増を踏まえ、2018
年からこうした旅客を対象とした調査も行い、調査結果に反映したところ。従来ベースの推計方法で2018年の旅行消費額
を推計すると、4兆8千億円となる。 

訪日外国人旅行消費額の推移 
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年 訪日外国人旅行消費額

2012年

（平成24年）
1兆846億円

2013年

（平成25年）
1兆4,167億円

2014年

（平成26年）
2兆278億円

2015年

（平成27年）
３兆4,771億円

2016年

（平成28年）
３兆7,476億円

2017年

（平成29年）
４兆4,162億円

2018年

（平成30年）
４兆5,189億円



東アジア 

[VALUE]万人（[PERCENTAGE]） 

東南アジア 

[VALUE]万人（[PERCENTAGE]） 

欧米豪 

363万人（11.6％） 

①[CATEGORY NAME] 

[VALUE]万人 

（[PERCENTAGE]） 

③[CATEGORY NAME] 

[VALUE]万人 

（[CELLREF]） 

④[CATEGORY NAME] 

[VALUE]万人 

（[PERCENTAGE]） 

②[CATEGORY NAME] 

[VALUE]万人 

（[PERCENTAGE]） 

⑥[CATEGORY NAME] 

[VALUE]万人（[PERCENTAGE]） 

[CATEGORY NAME] 

[VALUE]万人（[PERCENTAGE]） 

[CATEGORY NAME] 

[VALUE]万人（[PERCENTAGE]） 

[CATEGORY NAME] 

[VALUE]万人（[PERCENTAGE]） 

[CATEGORY NAME] 

[VALUE]万人（[CELLREF]） 

[CATEGORY NAME] 

[VALUE]万人（[CELLREF]） 

[CATEGORY NAME] 

[VALUE]万人（[PERCENTAGE]） 

⑤[CATEGORY NAME] 
[VALUE]万人 
（[CELLREF]） 

[CATEGORY NAME] 

[VALUE]万人（[CELLREF]） 

[CATEGORY NAME] 

[VALUE]万人（[PERCENTAGE]） 

[CATEGORY NAME] 

[VALUE]万人（[PERCENTAGE]） 

[CATEGORY NAME] 

[VALUE]万人（[PERCENTAGE]） 

[CATEGORY NAME] 

[VALUE]万人（[PERCENTAGE]） 

[CATEGORY NAME] 

[VALUE]万人（[PERCENTAGE]） 

[CATEGORY NAME] 

[VALUE]万人（[PERCENTAGE]） 

オーストラリア 

[VALUE]万人（[PERCENTAGE]） 

総計 

3119万人 

その他 
120万人 
（3.8％） 

２０１８年の訪日外国人旅行者数及び割合（国・地域別） 

○ 英・中・韓の多言語による看板、アナウンス（特に災害・交通遅延発生時）が重要。 

※ （ ）内は、訪日外国人旅行者数全体に対するシェア 

※ その他には、アジア、欧州等各地域の国であっても記載のない国･地域が含まれる。 

※ 数値は、それぞれ四捨五入によっているため、端数において合計とは合致しない場合がある。 

※ 日本政府観光局（JNTO）資料より観光庁作成 
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安倍政権における抜本拡大のための主な取り組み① 

○ 観光庁を中心に各省庁があらゆる施策を講じて「観光立国」実現に取り組んでいる。 

・ビザの戦略的緩和（主要な緩和の一例） 

日中首脳会談でビザ緩和を公表（2019年
１月導入） 

最新技術の導入（顔認
証ゲート） 訪日客増に対応した体制強化 

・空港・港湾の受け入れ体制（CIQ）の拡大 

・消費税の免税店拡大、免税品拡大 

 2013年 
  タイ     IC旅券ビザ免除 
  マレーシア  IC旅券ビザ免除再開 
 2014年 
  インドネシア IC旅券事前登録制 
         によるビザ免除 
 2015年 
  中国     相当な高所得者用 
         数次ビザの導入 
 2017年 
  ロシア    数次ビザ導入 
  中国     十分な経済力を有する 
         者向け数次ビザの導入 

（2014年10月運用開始） 
・一般物品に加え、消耗品も 
 消費税の免税対象に追加 
  地域の名産品も対象に 

 （2016年５月運用開始） 
・一般物品の購入下限額引下げ 
  下限額を1万円超から5千円 
  以上に 

 
      
                    

・一般物品と消耗品の合算 
  合算で下限額5千円以上に 

 （2018年７月運用開始） 

17.4 

245.1 
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注1） 法務省入国管理局の集計による外国人入国者数で概数（乗員除く）。 

注2） １回のクルーズで複数の港に寄港するクルーズ船の外国人旅客についても、（各港で重複して
計上するのではなく）１人の入国として計上している。 

・空港の機能強化・クルーズ船の増大 

500 
（万人） 

訪日クルーズ旅客数 

2020年 
 成田空港：＋約４万回 
 
 羽田空港：＋約４万回 
  
 那覇空港：＋約８万回 

約600万人の枠の追加 

空港発着枠の拡大 
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（万人） 

15,750 



安倍政権における抜本拡大のための主な取り組み② 
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・「当たり前」の基本的な受入環境整備 

観光地の多言語解説 

無料Wi-Fi 
駅・空港での 

多言語アナウンス 
キャッシュレス対応 

・外国人が楽しめる新たなコンテンツの開発 

スノーリゾート 農泊 

・新たな観光政策に必要な財源を確保するために、本年１月から国際観光旅客税（来年度予算要求額520億円）を導入 

・キラーコンテンツの利用拡大 

グランピング 

・日本政府観光局と地域の適切な役割分担  

外
国
人
旅
行
者 

日本政府 
観光局 

 

自治体 
・ 

観光地域づくり法人
（DMO） 

地域 

データの収集 

コンテンツ提供 

データ分析 
地域の着地整備は 
観光地域づくり法人 

日本政府観光局が一元
的に情報発信 

SNS 

迎賓館 首都圏外郭放水路 皇居東御苑 

三の丸尚蔵館 二条城 伊勢志摩国立公園 



・ビザの戦略的緩和や免税店の拡大を図る。 
 
・顔認証システムの導入やＣＩＱの計画的な体制整備等による出入国の迅速化、空港の機能強化（※）、地方空港への直行
便就航等を推進し、相互交流の拡大を図る。 

 ※羽田空港約４万回・成田空港約４万回の首都圏空港の発着容量拡大、那覇空港第二滑走路新設等。 

 
・クルーズ旅客等の満足度向上（中略）等を推進する。 
 
・外国人が真の意味で楽しめる仕様に変えるための環境を整備するため、多言語対応、Wi-Fi、キャッシュレス対応等に早急
に取り組む。 

 
・城泊・寺泊、グランピングなどの体験型宿泊コンテンツの開発やスノーリゾートの活性化（中略）を図る。 
 
・国立公園の滞在環境の向上、自然体験コンテンツの充実、公的施設の更なる活用等を図る。 
 
・日本政府観光局と地域（地方自治体・観光地域づくり法人）の適切な役割分担と連携強化に向けて、地域の役割は着地整
備が主であることを明確化し、その周知を図るとともに、日本政府観光局が各地域の情報・魅力を海外に一元的に発信す
ることとし、そのための体制強化を図る。デジタルマーケティング技術を活用した各地域へのコンサルティングを強化すると
ともに、グローバルキャンペーンを欧米豪だけでなく東アジア等にも強化し、中東・中南米などの新市場の開拓を推進する。 

「経済財政運営と改革の基本方針2019」（令和元年６月21日閣議決定）（抜粋） 
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韓国 中国 台湾 香港 東南アジア 欧米豪等 

１～９月の訪日外国人旅行者数 

２０１８年 ２０１９年 

今年の訪日外国人旅行者の動向と対応 

国・地域別の訪日外国人旅行者数比較（2018年比） 

○ 中国、東南アジア、欧米豪は堅調。 
○ ・多言語対応や無料Wi-Fiなどの受入環境整備 

   ・2020年春の羽田、成田、那覇、新千歳空港の発着枠拡大の活用 

   ・ラグビーワールドカップ2019日本大会・オリンピック・パラリンピック競技大会開催に伴う訪  

   日客の地方への誘致 

出典：日本政府観光局(JNTO) 
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幅広い国から各地に外国人旅行者が訪れるように、各省庁一体となって取組を進める。 

（万人） 
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９月の訪日外国人旅行者数 

２０１８年 ２０１９年 

（万人） 

▲１３．４％ 

１４．８％ 

１．３％ 
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２３．６％ 

２０．９％ 

２８．４％ 

１４．３％ 
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拡大する国際観光市場（長期予測） 

近年のアウトバウンドの年平均伸び率 

（％） 

アウトバウンドの推移（地域別） 

[VALUE]億人 

[VALUE]億人 

[VALUE]億人 

[VALUE]億人 

[VALUE]億人 

[VALUE]億人 

[VALUE]億人 

[VALUE]億人 

[VALUE]億人 

[VALUE]億人 

[VALUE]億人 

[VALUE]億人 

0 2 4 6 8 10 12 14 16

-

2018

2017

2016

2015

ヨーロッパ アジア・太平洋 米州 アフリカ 中東 

（億人） 

（年） 

※ 2015年～2017年は2019年５月時点の数値、2018年は2019年９月時点の暫定値 

※ 数値は、追って新たに発表されたり、遡って更新されたりすることがある。 

11.9億人 

12.4億人 

13.3億人 

14.0億人 

【出典】国連世界観光機構（UNWTO）「Tourism Towards 2030 Global Overview」、「Tourism Highlights 2019 Edition」より観光庁作成。 
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○ 世界の海外旅行需要は毎年約４％増の  

 見込み。 

○ アジア・太平洋地域は世界全体の伸び率 

 を上回る毎年約６％増の見込み。 

○ 訪日外国人旅行者の内訳は約８５％がア  

 ジア。一方、アウトバウンドが最も多いのは  

 ヨーロッパ。 

急増するアジアの旅行者を取り込む。 巨大市場のヨーロッパを取り込む。 



国籍・地域別１人当たり旅行支出 

国籍・地域別の訪日外国人旅行者１人あたり旅行支出 

（万円/人） 

○ 欧米豪、東南アジアを含めた幅広い国から誘客するためには、多言語対応、無料Wi-Fi等の 

 受入環境整備や、外国人が楽しめる新たなコンテンツ開発が不可欠。  
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出典：観光庁「訪日外国人消費動向調査」2018年全目的（一般客） 



2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 

外国人が真の意味で楽しめる仕様に変えるための環境整備（多言語対応） 

観光地 【国土交通大臣】 

文化財・国立公園 
 【国土交通大臣・文部科学大臣・環境大臣】 

農泊 【農林水産大臣】 

すでに、2018年度までに採択された349地域のうち149地域で多言語対応を実施（2019年３月時点） 
農泊地域の多言語対応を無料Wi-Fi環境整備やキャッシュレス対応等とあわせて２か年計画で国が補助（１地域あたり上限1,200万円を補助） 
2018年度は144地域を支援。2019年度は９月末時点で154地域を採択。 

少なくとも50程度の主要観光地の整備（2019年９月18日時点で55箇所認定） 
 （無料Wi-Fi環境整備やキャッシュレス対応等とあわせて１観光地あたり5,000万円程度の補助を想定。 
１観光地あたり看板数十箇所程度の補助をイメージ） 

更なる対応（2021年までに100の主要観光地を抜本的に改善） 

※改正前の国際観光振興法では、鉄道182線区等を指定済み 

各社が重点線区におけ
る多言語対応等の計画
を策定 

更なる対応（2021年までに全国300線区を抜本的に改善） 

オリパラ東京大会 Ｇ20関係閣僚会合 ﾗｸﾞﾋﾞｰﾜｰﾙﾄﾞｶｯﾌﾟ 

世界文化遺産８地域、国立公園
12公園を含む42地域で実施 
※１地域あたり約30箇所の看板

等を整備 

更なる対応 
（世界文化遺産19地域、国立公園34公園を中心に2020年までに100地域以
上で多言語解説を抜本的に改善） 

必要に応じて計画を変更し、引き続き多言語対応等を実施 

＜多言語看板＞ 

＜デジタルサイネージ＞ ＜観光案内所における翻訳機器を用いた多
言語対応＞ 

＜QRコードを駆使した観光案内板＞ 

＜車内及び駅における多言語表示＞ 

＜タブレット端末にマイクを近付けての多言語放送＞ 

前年度からの継続を含め、世界文化遺産19地域、国立公園34公園を含む106地域の英語解説文を作成した上で、翌年度までに看板等を整備 
世界文化遺産13地域、国立公園28公園を含む72地域で取材実施済、解説文作成中。解説文作成後、媒体整備に着手（2019年９月末時点） 
※地域の実情に合わせ１地域あたり30～80箇所程度で看板等を整備 
（執筆・監修作業を効率的に行うため、事業工程は２期に分けて実施。） 

各地域（自治体、ＤＭＯ等）においてニーズに応じて多言語（英・中・韓）の看板・案内を早急に整備すべきだが、主要観光地についてはモデル的に直ちに整備 

国際観光振興法に基づき、各会社において多言語（英・中・韓）の看板・案内を整備。地域鉄道等においては国が支援 

各地域においてニーズに応じて多言語（英・中・韓）の看板・案内を整備すべきだが、観光資源としての価値が高い文化財・国立公園については、国が英語解説文の執筆・監修・整備作業を行っている 

全国500箇所の農泊地域について順次、多言語（英・中・韓）の看板・案内の整備を実施 

交通機関（鉄道等） 
 【国土交通大臣】 

更なる対応（2020年までに全国500箇所の農泊地域で多言語対応を実施） 

観光庁長官が 
重点線区を 
改めて指定 

観光庁は計画を公表。各社は計画に基づいて多言語対応等を実施 

※改正国際観光振興法に基づき、項目を大幅に拡充 
 （改正前は多言語対応のみ） 
・多言語対応（災害時対応含む） 
・無料Wi-Fi環境整備 
・トイレの洋式化 
・クレジットカード券売機の設置 
・交通系ICカード利用環境整備 
・荷物置き場の設置 
・インターネット予約環境の整備 

 

計画が策定された重点線区のうち、地域鉄道等の公共交通機関について、少なくとも100線区の多言語対応を、無料
Wi-Fi環境整備やキャッシュレス対応等とあわせて補助 
（2019年９月18日時点で103線区認定） 
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2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 

外国人が真の意味で楽しめる仕様に変えるための環境整備（無料Wi-Fi） 

観光地 【国土交通大臣】 

農泊 【農林水産大臣】 

文化財 【文部科学大臣】 

国立公園 【環境大臣】 

交通機関（鉄道等） 
 【国土交通大臣】 

オリパラ東京大会 

少なくとも50程度の主要観光地の整備（2019年９月18日時点で55箇所認定） 
 （多言語対応やキャッシュレス対応等とあわせて１観光地あたり5,000万円程度の補助を想定） 

各地域（自治体、ＤＭＯ等）においてニーズに応じて無料Wi-Fi環境を早急に整備すべきだが、主要観光地についてはモデル的に直ちに整備 

更なる対応（2021年までに100の主要観光地を抜本的に改善） 

＜エリアWi-Fiの整備＞ 

更なる対応（2021年までに全国300線区を抜本的に改善） 

 

計画が策定された重点線区のうち、地域鉄道等の公共交通機関について、少なくとも100線区の無料Wi-Fi環境整備を、
多言語対応やキャッシュレス対応等とあわせて補助 
（2019年９月18日時点で103線区認定） 

国際観光振興法に基づき、各会社において無料Wi-Fi環境を整備。地域鉄道等においては国が支援 

＜車内及び駅における無料Wi-Fi整備＞ 

国立博物館（４館）・国立美術館
（６館）全館で整備済み 

原則全ての環境省ビジターセン
ター（71箇所）で整備済み 

新設する全ての環境省ビジターセンター（４箇所）においても整備（2019年９月末時点で１箇所整備） 

新宿御苑（国民公園）のインフォメー
ションセンター等で整備 

すでに、2018年度までに採択された349地域のうち203地域で無料Wi-Fi環境整備を実施（2019年３月時点） 
農泊地域の無料Wi-Fi環境整備を多言語対応やキャッシュレス対応等とあわせて２か年計画で国が補助（１地域あたり上限1,200万円を補助） 
2018年度は144地域を支援。2019年度は９月末時点で154地域を採択。 

更なる対応（2020年までに全国500箇所の農泊地域で 

無料Wi-Fi環境整備を実施） 

全国500箇所の農泊地域について順次、無料Wi-Fi環境の整備を実施 

Ｇ20関係閣僚会合 ﾗｸﾞﾋﾞｰﾜｰﾙﾄﾞｶｯﾌﾟ 

全ての国立博物館・国立美術館において、無料Wi-Fi環境を整備 

原則全ての環境省ビジターセンターにおいて、無料Wi-Fi環境を整備 

全ての新幹線でサービスを開始 
新幹線全駅で整備 

新幹線のほぼ全ての車両に無料Wi-Fi環境を整備（2019年８月末時点で整備率約８割） 

※改正前の国際観光振興法では、鉄道182線区等を指定済み 

各社が重点線区におけ
る無料Wi-Fi整備等の計
画を策定 

必要に応じて計画を変更し、引き続き無料Wi-Fi環境整備等を実施 
観光庁長官が 
重点線区を 
改めて指定 

観光庁は計画を公表。各社は計画に基づいて無料Wi-Fi環境整備等を実施 

※改正国際観光振興法に基づき、
項目を大幅に拡充（再掲） 
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○ 観覧者のニーズを踏まえ、毎週金曜日・土曜日に国立博物館・美術館は20時まで、東京国立 
 博物館は21時まで開館時間を延長。 

○ 外国人にも分かりやすい多言語解説の充実。 

○ トリップアドバイザーでは東京国立博物館の評価が格段に上昇。（★３．９７→★４．３７） 

国立博物館・美術館 

 日・英・中・韓の 
 ４カ国語解説 
 
 日本の歴史・文化に 
 親しみのない外国人 
 にも伝わる内容 

博物館・美術館の夜間開館 多言語解説 

国立九州博物館にあわせて 

太宰府天満宮、門前町も夜間延長 

東京国立博物館の夜間イベント（ライトアップ・ビアガーデン） 

16 



○ 16時半までだった開園時間を通常は18時まで、夏期は19時まで延長。約半数を占める外 
 国人来場者数がさらに増加。（昨年比12％増） 
○ 2020年３月下旬に、苑内のレストハウスにスターバックスコーヒーがカフェをオープン予定。 
 無料Wi-Fiも拡充。 
○ 桜開花時期のライトアップを実施、菊花壇展開催時期・紅葉時期も実施予定。 

新宿御苑 

現状 

改修後（イメージ） 

カフェの開設 

夜間イベント（映画上映会） 旧洋館御休所の開館拡充 

 ＜従来＞ 通年午前９時～午後４時30分 

 ＜今春から＞ 
  ３月15日（※）～９月30日   ～午後６時   
  ７月１日    ～８月20日 ～午後７時 
 
                ※今年は３月１９日～ 

 ＜早朝開園の試行＞ 
  10月22日   ～10月27日  午前７時～   

開園時間の延長・拡大 
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国立公園 

景観の改善 

景色を一望する展望台カフェ 
（伊勢志摩国立公園） 

民間カフェの導入 体験型コンテンツの開発 

廃屋撤去前 

撤去後（特産品販売、カフェ開設） 

ビジターセンター内への開設 
（阿寒摩周国立公園） （大山隠岐国立公園） 

○ 世界水準の「ナショナルパーク」を実現するため、訪日外国人旅行者を惹きつける取組を国立公 

 園で展開。公共施設への民間カフェの導入、野生動物ツアーなどの体験型コンテンツの開発、グランピング、廃屋撤去によ
る利用拠点の景観改善などにより、民間を活用した国立公園の整備を推進。 

 →国立公園満喫プロジェクト 

○ 2018年の国立公園を訪れた訪日外国人旅行者数は約694万人（前年比15.7％増）。訪日外国人 

 旅行者全体の伸び率8.7％を上回る伸び率。 

野生動物を見るツアー 
（慶良間諸島国立公園） 

グランピング 

（阿蘇くじゅう国立公園） 18 



○ 年間開館日数を10日から274日へ拡大。参観料（通常時：1,500～2,000円）を徴収。 
○ ユニークベニューとしても活用。 
   （例） Googleがイベントを開催。約5,300万円で貸し出し。 
○  2020年４月下旬に迎賓館赤坂離宮前の公園に、カフェ等を有する休憩所が開設予定。 

迎賓館赤坂離宮 

旅行会社による貸切見学ツアー 

カフェ等を有する休憩所の開設 

2015年度 
（特別公開） 

2018年度 

開館日数 10日 274日 

参観料 無料 
1,500円～2,000

円 
（通常時） 

入館者数 約２万人 約51万人 
イメージ 
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○ 皇居東御苑は開園時間を延長。昨年は約165万人の来訪者のうち約43％が外国人。 

○ 京都御所は事前予約不要の一般公開（月曜休み）により、来訪者が約２倍に増加。 

○ 三の丸尚蔵館は2025年までに展示面積を約８倍に拡張（収蔵品約9,600点）。 

皇居東御苑・京都御所・三の丸尚蔵館 

＜開園時間＞ 

本年６月１日から 

日没時間を考慮して 

30分又は１時間延長 

（3月1日～9月30日の間） 

皇居東御苑 京都御所 三の丸尚蔵館 

伊藤若冲「動植綵絵」    狩野永徳「唐獅子図屏風」 

展示スペースを約８倍に拡大 
（約160㎡→約1,300㎡） 

主な収蔵品 

＜来訪者数＞ 

2015年度：約３７万人 

 

 

2017年度：約７０万人 
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観光産業における人材育成事業 

  観光産業のトップ・中核人材育成 

（質の不足への対応） 

即戦力となる現場の

我が国の観光産業を牽引する 
トップレベルの

地域の観光産業を担う

産業界のニーズを踏まえた観光人材育成事業の実施 

  

  

●女性・シニア等の人材確  
 保・定着を図るモデル事 
 業の実施 
●外国人材の受入・定着を 
 図るためのプラットフォ 
 ームの整備  

  活躍できる実務人材の育成 
（量の不足への対応） 
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     ●一橋大学・京都大学における 

     ｢観光MBA｣の設置・開学    
       
   
 
 

 
            

    ●全国の複数大学において、 

     宿泊業等の経営力強化の 
      ための社会人向け講座を実施 

○ 観光産業を牽引する経営人材や新たなビジネスを創出できるトップレベルの人材、地域の観 

  光産業を担う中核人材、観光産業の即戦力となる実務人材といった３層構造により育成。 

○ 外国人材の活用も促進し、観光産業を担う人材の強化を図る。 



北海道エリア 
【中核人材育成・強化事業】（社会人向け講座実施）  

 ●小樽商科大学 
  ： 観光産業の中核を担う経営人材育成講座アドバンスコース 

観光産業における人材育成事業実施エリア 

東北エリア 
【中核人材育成・強化事業】（社会人向け講座実施）  

 ●青森大学：体験型観光商品企画担当者セミナー 

 

【実務人材確保・育成事業】（人材の採用・定着に関するモデル事業の実施） 

 ●乳頭温泉組合 
 

四国エリア 
【中核人材育成・強化事業】 
      （社会人向け講座実施） 
 ●愛媛大学 
  ： 愛媛県・四国の儲かる 
   観光サービス業を担う 
   中核人材育成プログラム 

北陸信越エリア 
【中核人材育成・強化事業】 （社会人向け講座実施）  

 ●北陸先端科学技術大学院大学 
   ： 地域観光のイノベーション推進人材の育成 

 ●信州大学 
   ： 山岳観光資源を生かしたユニバーサルツーリズム推進人材育成プログラム 

 

九州エリア 
【中核人材育成・強化事業】  

       （社会人向け講座実施） 

●大分大学 
  ：宿泊業の人材育成講座 

●鹿児島大学 
  ：鹿児島の地域資源とインバウンド 
   旅行客 
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○ トップレベルの経営人材育成は、一橋大学、京都大学の２校で観光MBAプログラムを実施 

○ リカレント教育については、全国１３大学で各地域の特性を踏まえた講座を実施 

     →横浜商科大学テーマ：MICEビジネス中核人材育成講座 等 

○ 全国各地の大学等と産学官連携し、今後も観光人材の育成を推進 

関東エリア 
【経営人材育成事業】 （観光MBAの実施） 

 ●一橋大学：ホスピタリティ・マネジメント・プログラム 

 

【中核人材育成・強化事業】（社会人向け講座実施）  

 ●横浜商科大学 
   ：MICEビジネス中核人材育成講座2019 

 ●東洋大学  
   ：ビジネスリーダーを目指す女性のための「最新・観光学講座」 

 ●明海大学 
   ： 地域観光強化を担う宿泊施設のためのミドルマネジメント育成 
 

【実務人材確保・育成事業】（人材の採用・定着に関するモデル事業の実施） 

 ●草津温泉観光協会DMO人材育成部会 
 ●栃木県観光物産協会 
 
 

近畿エリア 
【経営人材育成事業】 （観光MBAの実施） 

 ●京都大学：観光経営科学コース 

 

【中核人材育成・強化事業】 （社会人向け講座実施）  

 ●滋賀大学 
   ： 滋賀大学ウエルネスツーリズムプロデューサー養成講座 

 ●神戸山手大学 
   ：ツーリズムプロデューサー養成課程 

 ●和歌山大学 
   ：観光カリスマ講座 



Roundtable 1 ラウンドテーブル１ 

テーマ:訪日観光客の急速な増加に対応するホスピタリティ 

           業界が面する課題と日本政府の今後の展望 

モデレーター: セントラルフロリダ大学准教授 原 忠之氏 

パネリスト: 

• 内閣府特定複合観光施設区域整備推進本部事務局長 中川 真氏 

• 国土交通省観光庁審議官 加藤 進氏 

• 経済産業省商務情報政策局商務・サービスグループクールジャパン政策
課長 三牧 純一郎氏 

• 日本政府観光局特別アドバイザー デービッド・アトキンソン氏 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 



Moderator  モデレーター 

 

Dr. Tadayuki Hara, Associate Professor; Senior 
Research Fellow, Dick Pope Institute for 
Tourism Studies 

 

セントラルフロリダ大学 准教授 

原 忠之氏 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 



USA-Japan Hospitality Management 

Summits 10/28 & 10/30  

Roundtable I (in Japanese)  

10/28 Osaka, 10/30 Tokyo 09:40 ～ 10:40 

Moderator’s Overview in 10 minutes at the beginning 

 

Moderator: Tadayuki (Tad) Hara, PhD 原 忠之 
Associate Professor, Senior Research Fellow at Dick Pope Sr. Institute of Tourism Studies 

Rosen College of Hospitality Management, University of Central Florida,  

米国フロリダ州・セントラルフロリダ大学ローゼン・ホスピタリテイ経営学部テニュア付准教授 

 
(兼任）観光庁観光統計委員、文化庁文化政策シニアアドバイザー、内閣府地方創生カレッジ委員、国連UNESCO統計局文化
サテライト勘定技術諮問委員、国連世界観光機構UNWTOコンサルタント、国連ICAO航空サテライト勘定委員、国連統計局コ

ンサルタント、一橋大学特任教授、京都大学客員教授、宇都宮共和大学客員教授、文化観光リサーチ(株）会長 

E-mail: tadayuki.hara@ucf.edu Facebook: Tadayuki Hara (in Orlando, Florida) 
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観光庁ウエブページを参照 Domestic Expenditures hovers $210B and $220B by 2020-2030 

筆者注： 
（2018年） 

3178万人 

4兆5000億 

1-1. 外的経営環境 

Annual Inbound Visitors: 8Million in 2012, 19M 2015, 31M in 2018,  

Goals: 40M in 2020, 60M in 2030 

Annual Expenditures: $18Billion in 2012, $34B in 2015, $45B in 2018,  

Goals: $80B in 2020, $150B in 2030 



 

Source: MLIT PDF: http://www.mlit.go.jp/common/001033672.pdf  

深刻な人口減の地域＝地方創生を進めたい地域。人口減・税収減で疲弊する地域経済
をインバウンド客消費の経済効果で食い止める必要急務。実現の資源は？⇒文化歴史
。 

1-2. 外的経営環境 

[The map of Japan with 3 colors] 

 

Blue area means severe population 

decrease by more than 50% from 

2010 to 2050. 

Yellow areas are expected to see 

population decrease of less than 50% 

in 40 years.  

Red areas are expected to have 

population increase in 40 years.  

http://www.mlit.go.jp/common/001033672.pdf


1-3. 外的経営環境 



Tadayuki (Tad) Hara, PhD 
Associate Dean of Finance and Administration,  

Rosen College of Hospitality Management, University of Central Florida,  

講師：原 忠之    

（セントラルフロリダ大学ローゼン・ホスピタリテイ経営学部、財務経営担当副
学部長／国連世界観光機構、観光統計局コンサルタント） 

 

 議    題  

「観光立国実現に向けた観光教育の推進」に
ついて 

政調：観光立国調査会 

  日    時  平成２６年４月１日（火）１２：００～ 

場    所    自由民主党本部７階 ７０４号室 

 

再利用 



2-1. 米国及び世界の当分野学術研究潮流と大変革 

• 研究成果の電子データベース化制度急速進展中 

– 英語の世界共通研究言語化が急加速 

– 今まで不可能だったランク付けが可能＆可視化 

• 学分野国別研究論文貢献数ランキング 

• 世界の学者の生産性(productivity)と影響度(impact factor)

相対比較も可能に 

– 英語論文で無いと引用されない＝影響度低い 

• 査読付学術誌のランクも可視化 

• 国家内での学術分野別国際競争力も一目瞭然に 

– 理系ではこの分野世界何位、文系各分野も世界比較で何位かが可
視化（如何にリンク貼付け：無料で世界中で見れる） 

http://www.scimagojr.com/index.php  

再利用 

http://www.scimagojr.com/index.php
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再利用 
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新薬開発分野学術研究国別ランキング 

再利用 
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観光・レジャー・ホスピタリテイ経営分野学術研究国別ランキング(2012年） 

再利用 
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観光・レジャー・ホスピタリテイ経営分野 

学術研究国別ランキング(2017年） 

「2012年比較で日本は5年間で地位挽回し
たのか、更に下落したのか？」 

日本が全学術分野英文査読論文数で総合
国家ランキング５位は変動なし 

「観光・レジャー・ホスピタリティ経営
分野」は2012年累計26位。2017年は？ 

アジア内競争でも惨敗。挽回気配なし。 

2-5 



2-6:東アジア諸国
観光研究と比較 

• アジア初の観光学科設置先行利益はほぼ崩壊、跡形もなし。 

• 2007年頃からの中韓台湾観光系学者による世界での熾烈な「知識創造」研究競争に劣後 

• 2017年単年データではアジア域内の香港、マレーシア、マカオ、インドにも後塵。 

アジア内競争も惨敗。挽回気配なし 



2-7:日本の「観光学」高等教育の課題 
• 世界の潮流から乖離している点をも理解出来ない

鎖国状態 
– 観光庁は一貫して観光分野人材育成の世界的方向性を正しく提

示しているが、学術会には変革の気配無し。 

– 世界学術会での日本の存在感はほぼゼロ 

• ワールドカップ地区予選で敗退のレベル 

• 日本語で日本人と日本で話している限りは世界の大変革＆日本観光学
術界の後進性にも気付けない 

– 「英文学術論文が投稿されない」＝「英文学術論文も読んでいな
い」＝ 世界の最先端の研究もカリキュラムも知らない（知りたく
ない？）が、世界から証拠を提出されている状況⇒観光・レジャ
ー・ホスピタリティ経営学部学科のある大学世界トップランキングでト
ップ300位大学リストに日本はゼロ(link attached)  

– http://www.shanghairanking.com/Shanghairanking-Subject-Rankings/hospitality-tourism-management.html  

http://www.shanghairanking.com/Shanghairanking-Subject-Rankings/hospitality-tourism-management.html
http://www.shanghairanking.com/Shanghairanking-Subject-Rankings/hospitality-tourism-management.html
http://www.shanghairanking.com/Shanghairanking-Subject-Rankings/hospitality-tourism-management.html
http://www.shanghairanking.com/Shanghairanking-Subject-Rankings/hospitality-tourism-management.html
http://www.shanghairanking.com/Shanghairanking-Subject-Rankings/hospitality-tourism-management.html
http://www.shanghairanking.com/Shanghairanking-Subject-Rankings/hospitality-tourism-management.html
http://www.shanghairanking.com/Shanghairanking-Subject-Rankings/hospitality-tourism-management.html
http://www.shanghairanking.com/Shanghairanking-Subject-Rankings/hospitality-tourism-management.html
http://www.shanghairanking.com/Shanghairanking-Subject-Rankings/hospitality-tourism-management.html


• 産業界のニーズにも世界学術界の潮流にも合致しない語り部観光モデルに固執し観光庁
の提示した世界主流のホスピタリテイ経営カリキュラム案を無視し続けると、 

 →学生の業界就職率20％割れ 

 →卒業生・保護者・高校の不満増大 

 →予備校での評判低下という負のスパイラル 

 →応募定員割れ 

 ＝プログラム閉鎖（組織崩壊）の自然淘汰の可能性 

• これから日本政府が６０百万人の訪日外国人客に向かって邁進する際に、日本の観光ホ
スピタリテイ経営研究学会は、世界の学術研究ルールから乖離し世界の誰もその研究成
果を読まない（引用しない）日本人同士での日本語研究発表という自主鎖国体制の現状を
大幅に変革し、「観光を輸出産業として育成し、訪日外国人客とその消費支出を増加させ
ることで、現状疲弊した日本国内地域経済を活性化させて、地域住民の生活水準維持・向
上を図る」という政府観光立国政策に経営人材育成面で貢献するための自己変革が必須
。  

2-8:日本の「観光学」変革の戦略論 

４の最後 再利用 

「世界の潮流の変化・方向性に呼応しない日本観光学術界に迫り来る危機と変革への戦略試案」 (拙文）
機関誌 観光文化 第221号特集 国際的な視野から見た観光研究 



セントラルフロリダ大学 はら 38 

• Example: A Recruiter from a Restaurant Chain 
– 「観光業の歴史・社会学なんぞ教える暇があったら、財務諸表

読解力や表計算能力、顧客クレーム対応、リスク管理、人事管
理の基礎を教え込んでほしい。財務諸表読めなかったら昇進は
無理でかわいそうなので、最初から採らない。」 Starr 
Restaurant Recruiter 02-2008 

– “Make sure to teach students how to read financial statements, build 
spread sheet modeling, deal with customer complaints, risk 
management and human resources management. Forget about history 
of tourism or sociology stuff. I will not hire any students who do not 
understand financial statements, because there will be no promotions.”  

再利用 

3-1: 今後の人材育成方向性（航路変更急務） 



SVP of MGM（11/27/2018） 
• 機会が与えられれば現在当社のラスベガス・マカオにあるよりも大規模の投資をするために

US$1Bのエクイティ確保している。客室数で言えば6千室規模で従業員雇用12000名。 

• 但し我々が本当に心配しているのは、中間管理職3000名を現地で確保できるか。英語でホスピ
タリティ経営勉強している経営人材が他国ほど見当たらない。(critically short of)  

• 故に、例え31名でも英語でホスピタリティ経営を専攻するプログラムの開始を祝福するために
わざわざラスベガスからここ（枚方市）に来た。 

• 世界水準で勝負できる人材、今後必要となる人材のスペックはDMO・IR・
MICE，インバウンド客奨励による地方創生・ホテル旅館経営、観光計画、
ほぼ同じ最大公約数の人材。（観光立国・文化立国経営人材も同じ）。 

• 産業界から人材スペック要請があるのに、日本の大学はその育成を拒み続けるのか
？⇒IRやMICEの想定経済効果が日本人中間管理職人材不足により未達状況に。 

3-2: 今後の人材育成方向性（航路変更急務） 



3-3．世界で経営職階目指すに必須の知識 

• 管理会計 Managerial Accounting 

• 財務（ファイナンス）finance 

• マーケテイングMarketing 

• 人事管理、組織行動、異文化経営HR, OB, CCM 

• リーダーシップ論Leadership 

• 顧客サービス経営（「おもてなし」はこの一部）Guest service Management 

• 料飲管理FB management 

• その他（不動産、タイムシェア、クルーズ、MICE、イベント経営他

。イールドマネージメント等特殊知識） Other applied fields 

40 
経営：限られた組織内資源を最も効果の高い機会（分野・業務）に集中配分

（＆ 同時に効果の低い分野から撤退）の判断を常に行うこと 



4-1. 外的経営環境：世界の現実と日本 

世
界
主
要
言
語
の
母
国
語
人
口 



(123+3)/ 7,400 = ?  

日本語は世界の1.7

％しか通じない。
世界共通言語は圧
倒的に英語。 
• 英語が母国語の人は英語

を話す人全体（20億人）
の1/4だけ、英語を話す残
り3/4は英語にアクセント
がある人達 

• インバウンド客誘致は世
界の98.7％に向けての英
語でのビジネスが基本。 

• 日本版DMOの議論におい

ては、インバウンド業務
は日本語での業務は不可
という最も重要な基本ビ
ジネスモデル理解と議論
を避けている。 

4-2. 外的経営環境：世界の現実と日本 



What is this? Ticket? What time? 

なにこれ？切符？何時に発車？ 

From where to where? 

何処から何処行き？ 

Which car, which seat? 

何号車、座席番号は？ 

4-3.  



4-4: 国家戦略を支える人材育成が急務： 
＝「変革を先取りする大学・人材には大きな機会あり」 

• There will be no doubt about shortage of labor force in Japan 

• You cannot expect all foreigners (98.3% of people in the world) 

to speak Japanese（労働力不足&日本語は世界の1.7％のみ） 

• Japan will need not only those foreign labor forces but also 

many younger generation of their own who can understand, 

communicate in English with, lead and manage diversified labor 

force in Japan. (If you can do this, you will get paid higher 

salary)  
– 多様性に対応出来て、英語で業務処理出来る、ホスピタリティ経営基

礎知識を持つ管理職人材養成が急務。 
 



Panelist  パネリスト 

Mr. Makoto Nakagawa, Secretary General, 
Office of Integrated Resort Regime Promotion  
 

内閣府特定複合観光施設区域整備推進本部 

事務局長 中川 真氏 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 

Since July 2014, he has been leading his Government’s agenda to set up Integrated Resorts in Japan and his 
Government’s efforts to strengthen responsible gambling measures. Originally, Mr. Nakagawa joined the Ministry of 
Finance in 1983 and has years of working experience at international institutions, including International Monetary 
Fund (IMF), the World Bank and Organization for Economic Cooperation and Development (OECD).    
 2014年7月より日本政府おいて、日本における統合型リゾート（ＩＲ）の導入やギャンブル等 
 依存症対策推進について主導的役割を果たす。1983年大蔵省入省、IMF・ 
 世界銀行・OCEDなど国際機関での勤務経験も豊富。 



Panelist  パネリスト 

Mr. Susumu Kato, Vice Commissioner, Japan 
Tourism Agency, Ministry of Land, 
Infrastructure, Transport and Tourism 
 

国土交通省観光庁審議官  

加藤 進氏 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 

1990         Entered Ministry of Transportation (MOT) 
2008  Director, Planning Department, Administrative Division, Japan Tourism Agency 
2009  Director, Planning and Tourism Department, Kyushu District Transport Bureau 
2016  Director, Cargo Transport Division, Road Transport Bureau 
2018  Director, Administrative Division, Japan Tourism Agency 
1990年  運輸省（現・国土交通省）入省、 
2008年  観光庁総務課企画室長、2009年九州運輸局企画観光部長、 
2016年  自動車局貨物課長、2018年観光庁総務課長を経て、 
2019年7月より現職 



Panelist  パネリスト 

Mr. Junichiro Mimaki, Director of Cool Japan 

Policy Division, Ministry of Economy, Trade 

and Industry 

経済産業省 商務情報政策局商務・サービス

グループクールジャパン政策課長  

三牧 純一郎氏 

 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 

After graduating from the University of Tokyo, he entered the Ministry of Economy, Trade and Industry in 2003. In 2009, 
he graduated from Columbia University’s MBA program. After working for the Small and Medium Enterprise Agency and 
the Agency for Natural Resources and Energy, he was assigned Deputy Director of the Cool Japan Policy Division in 2017, 
and since promoted to Director of the Cool Japan Policy Division in 2018. 
 東京大学卒業後、2003年経済産業省入省。2009年米国コロンビア大学MBA留学。 
 中小企業庁、資源エネルギー庁勤務を経て、2017年クールジャパン政策課 
 課長補佐に着任。2018年から現職。 



Panelist  パネリスト 

 

Mr. David Atkinson, special advisor to the 
Japan National Tourism Organization  

 

日本政府観光局特別アドバイザー  

デービッド・アトキンソン氏 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 



U.S. Chargé d’Affaires  

Joseph Young  
 

駐日アメリカ合衆国臨時代理大使  

ジョセフ・ヤング氏 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 

ご挨拶 



Roundtable2  ラウンドテーブル２ 

テーマ： ホスピタリティ企業が面する人材に関する課題
   と対策への提言 

モデレーター: 駐大阪・神戸米国総領事館 首席商務領事 ジェイ・ビッグス氏 

パネリスト: 

• 株式会社オリエンタルランド 人事本部人事部長 横山政司氏  

• 日本アムウェイ合同会社 政府・渉外本部 ディレクター  

  マーク・デビッドソン氏 

• リッツカールトン東京 総支配人 田中雄司氏 
• 株式会社パシフィカ・キャピタル 代表取締役 セス・サルキン氏 

 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 



Moderator  モデレーター 

Mr. Jay Biggs Principal Commercial Officer, 
U.S. Consulate Osaka-Kobe  

 

駐大阪・神戸米国総領事館 首席商務領事 
ジェイ・ビッグス氏 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 

アリゾナ州のビジネススクールを卒業後、The Japan Exchange and Teaching Programme (JET)プログラム
に参加し、群馬県前橋市近郊で英語教師として勤務。アメリカン大学大学院に在籍中、京都の立命館
大学で学び、日本貿易振興機構大阪本部にインターンとして勤める。アメリカン大学大学院修了後、
米国商務省に入省。日本担当オフィス及び中国担当オフィスにて勤務。マンスフィールド・フェロー
として東京で1年間滞在の後、中国広州の米国総領事館、北京のアメリカ大使館商務部にて、 
 アメリカの環境保護技術の販売支援促進にも深く関わった 



Panelist  パネリスト 

Mr. Masashi Yokoyama 

Director, Human Resource Department  

Oriental Land, Co. Ltd. 
 

株式会社オリエンタルランド  

人事本部人事部長 横山政司氏 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 

1991年株式会社オリエンタルランド入社。アトラクションの時間帯責任者、上場準備、ＩＲを担当し、
2003年にマネージャー就任。その後、テーマパークの事業戦略策定、長期経営ビジョン策定に携わり、
2011年より人事部へ。社員の採用・教育マネージャーを経て、2015年より人事部長（現職）。 
    主に社員人事制度の企画・運用、採用、教育を担当している。 



Panelist  パネリスト 

 

Mr. Mark Davidson, Director Government & 
External Affairs Amway Japan 

 

日本アムウェイ合同会社 政府・渉外本部 
ディレクター マーク・デビッドソン氏 

 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 



Panelist  パネリスト 

Mr. Yuji Tanaka, General Manager 

Ritz-Carlton Tokyo 

 

リッツカールトン東京 総支配人  

田中雄司氏 

 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 



Panelist  パネリスト 

Mr. Seth Sulkin, President 

Pacifica Capital 
 

株式会社パシフィカ・キャピタル  

代表取締役 セス・サルキン氏 

 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 

Seth R. Sulkin has more than 25 years of real estate investment experience in Japan.  In November 2017, he opened the Moxy 
Tokyo Kinshicho.  In August 2018, he opened Oakwood Hotel & Service Apartments Shin-Osaka.  A member of the Executive 
Committee of Urban Land Institute Japan, chair of the American Chamber of Commerce in Japan’s Integrated Resort Task Force 
and co-chair of the Real Estate Committee.  Fluent in Japanese, he received a Master’s Degree from Stanford University’s Center 
for East Asian Studies and attended the Inter-University Center for Japanese Language Studies. 
 長年日本にてホテルと商業不動産の開発、投資、運営に従事。首都圏、東北、中部、関西、九州、沖縄でそれぞれ開発と投
資の実績を持つ。直近ではモクシー東京錦糸町ホテル（2017年開業）、オークウッドホテル＆アパートメンツ新大阪（2018
年開業）を開発。スタンフォード大学東アジアセンターで修士号を取得。アメリカ・カナ 
大学連合日本研究センター（ＩＵＣ）の卒業生。ULIジャパンの役員、在日米国商工会議所 
(ACCJ)の統合型リゾートタスクフォース委員長と不動産委員会の共同委員長 



Remarks  ご挨拶 

 

Mr. Takayuki Hirose 

Chair, Cultural Tourism Project Management 
Committee 

 

文化観光プロジェクトマネジメント委員会 
代表 廣瀬 崇之氏 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 



Roundtable IIIA ラウンドテーブルIIIA 

Topic:参加の米国の大学の紹介 

 
モデレーター:  関西外国語大学学部長・ACCJ関西支部長 ステファン・ザーカー氏 

パネリスト: 

• ウィスコンシン大学ストウト校 Professor & Chair  エリック・ブレイ 

• ネバダ大学ラスベガス校Executive Associate Dean  マーラ・スッタフォード氏 

• ミシガン州立大学 Director Broad College of Business  

     カール・ボルチグレヴィンク氏 

• カレッジ・オブ・デザートDirector of Education Centers スコット・アドキンス氏 

• セントラルフロリダ大学 Associate Dean アラン・フィオール氏 

 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 



Moderator  モデレーター 

 

Dr. Stephen A. Zurcher, Kansai GaiDai/ACCJ 

 

関西外国語大学学部長・ACCJ関西支部長 

ステファン・ザーカー氏 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 



Panelist  パネリスト 

Eric T. Brey, University of Wisconsin-Stout 
 

ウィスコンシン大学スタウト校 ホスピタリ
ティ・リーダシップ学部長兼教授  

エリック・ブレイ氏 

 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 

Eric T. Brey, Ph.D., is a Professor in the School of Hospitality Leadership at the University of Wisconsin-Stout where his work focuses on the implementation of 
customer-centric strategy and service design influences on organizational success.  He has been recognized for innovation as an AT&T Technology Fellow and an 
extraordinary marketing mind by HSMAI while being quoted in international media outlets including Forbes, Business Week, China Post, USA Today, New York Post, 
Washington Post, and CBS News. He has received numerous scientific awards for his research and has been published in various top-tier journals including the 
Annals of Tourism Research, Cornell Hospitality Quarterly, Tourism Management, and Journal of Travel Research. As a teacher-scholar passionate about engaging 
with industry, he’s had the privilege of working with the American Resort Development Association, British Virgin Islands Chamber of Commerce, Caribbean Hotel 
and Tourism Association, Dalhoff Thomas Design Studio, Destination Marketing Association International, Empresas Bern, Intercontinental Hotels Group, Institute of 
Real Estate Management, Methodist Hospitals, RVC Outdoor Destinations, United States Golf Association, and the Women’s Foodservice Forum amongst others. 
Eric received his Ph.D. from Purdue University and currently serves as an advisor to the Chief Marketing Officer Council.  



CAREER-FOCUSED | APPLIED LEARNING | COLLABORATION 

UNIVERSITY OF WISCONSIN - 
STOUT 



UW-STOUT’S POLYTECHNIC DESIGNATION 

POLYTECHNIC SCHOOLS ARE CAREER-FOCUSED UNDERGRADUATE AND 
GRADUATE UNIVERSITIES THAT COMBINE APPLIED LEARNING WITH A LIBERAL 

ARTS EDUCATION. 

 



• Value-based cost structure 

• Extensive new program experience  

• Designated focus program at UW-Stout 

• Comprehensive education 

• Over 400 students 

• 1:20 faculty-to-student ratio 

• Accredited by ACPHA     

• Domestic internship lodging provided 

DISTINCTIVE PROGRAMS SCHOOL AT A GLANCE 

School of Hospitality Leadership 

Ranked #8 

INTERNATIONALLY 



PROVIDING EXTRAORDINARY 
VALUE 

OUR TUITION AND FEES INCLUDE: 

 

• Internship and career support 

• Laptop/software  

• Textbooks  

• Wireless Internet access 

• Student activities 

• Health services 

• Technology 

• Recreation complex 

• Bus service 



 
 

COLLABORATION OPPORTUNITIES 

• Program partnerships 

• Articulation agreements (dual degree, 
degree completion, etc.) 

• Visiting scholars/faculty exchanges 

• Direct enroll agreements 

• Exchange agreements 

• Short-term programs 

• International professional development 



INDUSTRY CONNECTIONS 

• Experienced faculty members and 
industry leaders infuse expertise into 
curriculum 

• An applied experience or internship 
requirement 

• Laddered work experience aligned with 
learning opportunities 

 

99% employment rate for UW-Stout graduates 



Panelist  パネリスト 

Dr. Marla Royne Stafford, Executive Associate 
Dean, University of Nevada, Las Vegas 
 

ネバダ大学ラスベガス校 

Executive Associate Dean   

マーラ・スッタフォード氏 

 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 

Dr. Marla Royne Stafford is the William F. Harrah Distinguished Chair and Executive Associate Dean of Academic 
Affairs at the Harrah College of Hospitality at UNLV.  She is past Interim Dean and Marketing & Supply Chain 
Department Chair at the Fogelman College of Business at the University of Memphis. She received her Ph.D. in 
marketing from the University of Georgia.  Prior to joining academia, Dr. Stafford held positions with Florida 
Tourist News, Philip Crosby Associates and Tupperware Home Parties.    
She also has experience with a family owned travel business. 





UNLV Hospitality 

• Top Ranked Program 
• International recognition and strong reputation 

• Location, Location, Location! 
• Situated blocks away from the world’s greatest hospitality laboratory in the 

world  

• 2nd most popular convention destination in the US 

• Celebrity chef restaurants – Ramsey, Puck, Lagasse, Fieri 

• Unmatched access to internships & mentorship opportunities 

• Hands-on experience while in school 

• Industry-intensive Instruction from Leading Experts in the Field 

 
 

 



UNLV Hospitality 

We are dedicated to                                                changing the lives of                                                
students by providing them                                       with the theoretical 
and                                            practical knowledge they                                         
need to become leaders in                                          the hospitality 
industry. 

 
 

 



Our Vision at the Harrah Hospitality College:  
 
• Our goal is to prepare our students to enter the industry and provide 

the tools they need to reach the executive level, which can change 
lives 

• Our ability to achieve our goals is only possible through a dynamic 
integration with the hospitality industry 

• Serve the most diverse campus in the country; many are first 
generation college students and international students. 

 



Hospitality Hall 
• 93,500 square feet of contemporary, 

experiential learning space 

• A state-of-the-art executive teaching 
kitchen 

• Convertible, interactive classrooms 

• A Center for Professional Golf 
Management 

• International Student Success Center 

• A student-run café 

• Common spaces for students and 
educators to collaborate 

• Special event spaces with views of 
the famous Las Vegas Strip 

 

 

 

 

 



Harrah College by the Numbers 

• 2,200+ current students 

• 23% of students are international 

• Over 17,000 alumni, 50% outside Las Vegas 

• Over 600 student internships placements each year  

• Over 100 hospitality organizations visit and recruit our students each 
year 

• 12 patent applications for intellectual property created in the 
Hospitality Innovation Lab 

 



Today 

• While other hospitality schools are merging with business schools, we 
are doubling down on hospitality and remain focused on providing 
theory driven practice to our students. 

• We have closely reviewed our current programs and partnered with 
industry leaders to identify the skills and competencies our graduates 
need to be successful.    

 



Bachelor of Science in 
Hospitality Management  

• Broad educational approach to a career in the 
hospitality industry  

• Prepares students with both the management theories 
and operational competencies necessary to enter any 
segment of the industry 

• New curriculum contains 30 credits of elective courses 
to allow for customization/concentrations 

• Experiential learning requirements 

 

 

 
 

 



 
Bachelor of Science  
Hospitality Management 
 
• First Year Seminar (3 hours) 

• College Core (46 hours) 

• Culminating Experience in Area of Choice (6 hours) 

• Elective or Concentration Courses (30 hours)  

 



Current Concentrations 

• Gaming  

• Restaurant Management 

• Meeting and Events Management 

• Professional Golf Management (additional admission requirements) 

 

 

 
 

 



Experiential Learning 

• Work Experience 
• Students complete 1,000 hours of work experience in the industry (equivalent 

to six months of full-time work) 

 

• Culminating Experience  
• Integrates knowledge and theory learned in the classroom with practical 

application and skills development in a professional setting 

   (e.g., internships, industry projects, specialized classes) 

 



Student Support  
Highlights 
• Bob Boughner Career Center – career counseling, job and internship assistance, 

resume building, mock interviewing, employer relations 

• Mentor Program – 180+ student pairings with hospitality executives 

• Hospitality career events each semester with 100+ companies 

• Hospitality Student Advising Center: focus on student retention  

• International student success center 

• College-based scholarships for hospitality students 

• Annual funding for student development opportunities  

 

 

 



Graduate Programs 

• The Online Executive Master of Hospitality Administration  

• The Traditional Master of Science in Hotel Administration 

• Dual Degrees in partnership with the UNLV Lee Business School: 
• Master of Science in Hospitality Administration/Master of Science in Management 

Information Systems 

• Master of Science in Hospitality Administration/Master of Business Administration 

• Ph.D. in Hospitality Administration 

 

More info on each program available online:  

unlv.edu/hospitality/graduate-studies 

 

 
 

 

 

 
 

 



Active Research Faculty Projects 

• Boardroom Diversity, Financial Performance and Idiosyncratic Risk in 
the Tourism Industry: The Role of Institutional Ownership 

• Book Now, Pay Later: An Investigation of Delays in Payments, Temporal 
Distance and Inter Temporal Choice 

• Eco-efficiency Assessment of U.S Tourism Industry 

• Effects of CSR, Organizational Justice, and Organization-based Self-
esteem on Organizational Commitment 

• Employee and Customer Motivation in Co-Creation and Co-Destruction 
of Value 

 

 

 



Who graduated with a 
UNLV Hospitality Degree? 
Just to name a few…. 

• President of MGM Resorts International 

• President of the Cosmopolitan of Las Vegas 

• Celebrity Chef and Food Network Star 

• CEO of Paragon Gaming 

• President of New York New York Las Vegas 

• Founder of the Palms Casino Resort 

• Chief Development Officer, Marriott  

• President of Luxor Hotel and Casino 

• Chief Development Officer of Focus Brands 

 

 

 
 

 



Shawna Elliott ’11, ’13 MS 
Director of Golf Instruction 
Rhodes Ranch 

Megan Hutton ’11, ’16 MHA 
General Manager 
Pronto by Giada at Caesars Palace 
 

Lovell Walker ’09 
Executive Director of 
Interactive Gaming 
Development 
MGM Resorts International 

Sandy Kim ’11 
Community Manager 
WeWork, New York City 
 

Andrew Insigne ’11 
Director of Event Marketing 
TAO Group  
 



@unlvhospitality 



Questions? 



Panelist  パネリスト 

 

Dr. Carl P. Borchgrevink, Director Broad 
College of Business Michigan State University 

 

ミシガン州立大学  

Director Broad College of Business  

カール・ボルチグレヴィンク氏 
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The School of 

Hospitality Business 

at Michigan State 

University 
Carl P. Borchgrevink 



Michigan State University 
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Michigan State University (MSU) is a public research university. 

  

MSU was founded in 1855 and served as a model for other land-grant universities. 



The Eli Broad College of Business 

• Mission: 
– We create and disseminate 

knowledge through 
collaborative relationships 
while developing 
transformational leaders 
who make business 
happen.  

• Vision 
– To be a top-of-mind 

business school as 
reflected by the recognition 
of our brand, the reputation 
of our people, and the 
rankings of our programs.  
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The School of Hospitality Business 

• Planning our 100th Anniversary! 

– We have been educating the leaders of hospitality and service 

businesses since 1927. 

• Consistently ranked among the top hospitality programs in 

the world.  

– In 2019: 
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Available Degrees/Foci 

• Undergraduate (BA) in Hospitality Business 

– Management of  
• Lodging, Foodservices, Resorts, Revenues, Events, Private/Golf Clubs, 

Supply Chain, Contract Services, Casinos  

– Minor: Real Estate Investment Management 

• Graduate (MS) (2021) 

– Foodservice and Event Management 

– Real Estate Investment Management 

– Revenue Management 
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How We Stay Relevant 

• Industry led advisory boards 

• Active and engaged alumni  

– Guest lecturers; Mentors 

• Industry association membership 

• Faculty with industry experience 

• Continuous curriculum review 

• Academic conference  

participation globally 
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Hospitality Business Students 

• Strong operational skills and work ethic 

– Internships (2*400 hours) 

– Course related practicum/clinical training 

– Many classes include learning-while doing 

• “Live clients” 

– Foodservice, events,  

» E.g., Michigan Wine Competition 

– Extracurricular activities 

• 9 student clubs and 3 student events 
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School Composition 

• Average 600 students and 200 

graduates per year 

– 23% of Broad College 

– 60% women 

– 20% international 

• Student-Industry Resource 

Center  

– 94% placement 

 

• Faculty 

– 11 Tenure system 

• 4 Endowed Chairs 

– 5 Instructors 

– 6 Adjunct  

• Staff 

– 3 Academic staff 

• Advising, Career Services, Alumni 

Engagement 

– 2 Administrative staff 
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Thank you! 
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Panelist  パネリスト 

Mr. Scot Adkins, Director of Education 
Centers, College of the Desert  
 

カレッジ・オブ・デザート  

Director of Education Centers  

スコット・アドキンス氏 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 

Dr. R. Scott Adkins has served as the Director of Education Centers, West Valley for College of the Desert since 
2018.  In this role, he oversees the college’s Palm Springs and Desert Hot Springs campuses, coordinates with 
community partners throughout the Coachella Valley, and leads the Palm Springs Campus project 
management team.  Prior to joining College of the Desert, Adkins was an educator and administrator in K-12 
Education in the Nashville, Tennessee.  Adkins has also served as an instructor and mentor  
    for various international student immersion programs in Europe and Central America. 



Established 1958, one of the fastest growing of 114 California community colleges 

 



Overview 
• Vocational, technical, and liberal 

arts programming 

• Bachelors degree pathways 

• $300 million annual impact on local area 

• Top 1% two-year college in the U.S. with 

Aspen recognition for community college 

excellence 

• Seven recent national student success 

awards 



Desert Defined 
Diverse and Growing Population 

• 500,000 fulltime & 100,000 seasonal 
residents 

• 1/4 of population under 20 years old 

• Largest segment (1/3) over 55 years old 

Southern California’s Desert Destination 

• Under 2 hours from Los Angeles and San 
Diego 

• 4,000 square mile region known as the 
Coachella Valley 

Local Economic Snapshot 

• 3% GDP growth forecast for next two 
years 

• Key industry sectors: hospitality, 
education, and health services 

 



Desert Redefined 

 

• Over 15,000 jobs with expected growth of 13% 

• 190 hotels, including 7 integrated resorts 

serving almost 14 million visitors 

• Over 100 golf courses 

• 1.4 million square feet of meeting and 

conference space 

• Professional tennis and golf tournaments 

• World-renowned film and musical festivals 

$5.5 billion Hospitality Industry Impact 



• Link GPSCVB video 



College & Hospitality Industry Linkages 

• Stakeholder Advisory Councils consisting of industry, community, 

and regional leaders 

• 100% of Hospitality program students complete a minimum of 60 

hours of mentored professional practical training 

• Strategic business partnerships 

 

 

 

• Guaranteed university transfer admission including California 

State Universities (such as Cal Poly Pomona), University of 

California campuses, and private universities  

• Integrated resorts 

(Agua Caliente, Morongo, 

Augustine, Fantasy Springs) 

• Marriott 

• Ritz-Carlton 

• Hyatt 



College of the Desert’s Future 

• Regional Workforce Innovation Center located in 

Palm Springs 

• $578 million development bond 

• Will include teaching hotel, restaurant, wellness 

center, and conference facility – all open to the 

public 

• Partnered with and supported by hoteliers, 

convention and visitors bureau, regional tourism 

associations, cultural center, and local government 

entities 

• Hospitality programming to be integrated with film, 

digital media, healthcare, culinary, architecture, 

and renewable energy academic programs  





Panelist  パネリスト 

Alan Fyall, Associate Dean of the Univ. of 
Central Florida  

 

セントラルフロリダ大学  

Associate Dean アラン・フィオール氏 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 

Dr. Alan Fyall is the Associate Dean of Academic Affairs, the Visit Orlando Endowed Chair, the Interim Chair of 
the Tourism, Events and Attractions Department and Graduate Programs’ Director at the Rosen College of 
Hospitality Management, University of Central Florida, and is a member of UCF’s National Center for Integrated 
 Coastal Research.  Dr. Fyall is also Interim Chair for the Tourism, Events and Attractions Department. 
 He has published widely in the areas of tourism and destination marketing and  
 management including 22 books.  



Introduction to the  
UCF Rosen College of Hospitality Management  

Presented by  

Dr. Alan Fyall, Associate Dean 



Our Mission 
To Educate and Develop Future Generations  

of Global Hospitality, Tourism, Event and Entertainment 

Leaders  
through Comprehensive and Innovative  Academic 

Programs, Knowledge Creation through Research and 

Dynamic Worldwide  

Industry and Community Partnerships 



Rosen College Facts 

• 73 Faculty Members 

• 17 Countries 

• 5 Bachelor’s Degree Programs 

• 2 Masters Degree Programs 

• 1 PH.D. Program 

• 3,500 students  



Hedonic Utilitarian  

HOSPITALITY EDUCATION AND RESEARCH  

 

 

Curriculum Structure:  
 

Comprehensive Integrated 

Unique Innovative 

 

 
Distinctive Impact  

 



INDUSTRY PARTNERSHIPS 



Rosen  College Research Journals 



THANK YOU 



Roundtable III–B  ラウンドテーブルIII–B 

Topic： Q＆A具体例を挙げながらアメリカのホスピタリティマネジメントのプログラムがどの

ように日本のグローバル人材育成にお役立ていただけるか 

 
モデレーター: セントラルフロリダ大学 准教授 原 忠之氏 
パネリスト: 

• ウィスコンシン大学ストウト校 Professor & Chair  エリック・ブレイ氏 

• ネバダ大学ラスベガス校Executive Associate Dean  マーラ・スッタフォード氏 

• ミシガン州立大学 Director Broad College of Business カール・ボルチグレヴィンク氏 

• カレッジ・オブ・デザート Director, International Education コーディ・マッカビー氏 

• セントラルフロリダ大学 Associate Dean アラン・フィオール氏 
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Closing Remarks 閉会のご挨拶 

Mr. Yoshinori Hakui, Director-General, Higher 
Education Bureau, Ministry of Education, 
Culture, Sports, Science and Technology  

 

文部科学省高等教育局 局長 伯井 美徳氏 

U.S. Department of Commerce   |   International Trade Administration 

In 1985, joined the Ministry of Education, Science, Sports and Culture (MONBUSHO).  Served as  Director, 
Textbook Division, Elementary and Secondary Education Bureau, Deputy Director-General, Elementary and 
Secondary Education Bureau, MEXT.  Also, served for the Cabinet Secretariat and National Center for University 
Entrance Examinations, he was assigned to be Director-General, Higher Education Bureau, MEXT in 2019.   1985
年文部省入省後，2007年初等中等教育局教科書課長，2014年大臣官房審議官（初等教育局），2016年                                            
 （独）大学入試センター理事，2017年人生100年時代構想推進室次長等を経て，   
 2019年1月より現職。 
 



Closing Remarks 閉会のご挨拶 

 

Mr. Steve Knode 

Deputy Senior Commercial Officer 

U.S. Embassy, Tokyo 

 

在日米国大使館 商務担当参事官  

スティーブ・ノード氏 
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